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問題の所在
明治10年(1877)2月,華 族の家産保護の目的をもった第十五国立銀行
が設立 された。同行は外債償還と共に鉄道建設資金を供給する使命をもち,
日本最初の私設鉄道会社たる日本鉄道会社ω設立(明 治14年11月)に 際 し
ては,最 大の株主 として資金的に協力 した。
「日本鉄道会社定款」によれば,同 社は 「東京ヨリ青森迄鉄道 ヲ建築 シ運
輸ノ業 ヲ営 ミ漸次政府 ノ許可 ヲ得テ其他地方ニモ敷及スルヲ目的 トス」 と述
べ られ,工 事を五区に分けて着手 しようとする予定であった。第一区は東京
より高崎 ・前橋,第 二区は第一区線中より白河,第 三区は白河より仙台,第
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四区は仙台より盛岡,第 五区は盛岡から青森迄 というルー トであった。政府
は日本鉄道会社を保護 し,各 区間に対 して開業 までは年八分の利子を下付 し,
開業後はその収入純益が資本金に対 して一 カ年八分に満たないときは,一 区 ・
二区 ・三区は10年 間,四 区 ・五区は15年 間に亘って不足分を補給するとし
た。このような政府の手厚い保護により,同 社は着々と工事を進め,明 治16
年(1883)7月 には上野 ・熊谷間が開通 し,翌8月 には貨物輸送 も開始 され
た。さらに,明 治20年7月 には白河まで,23年11月 には盛岡まで,24年9
月には青森までの全線が開通 した。
日本鉄道会社の経営は当初か ら順調で,第 一回の営業報告では純益が年一
割に達 した。 これにより,民 間の鉄道熱が昂揚 し,全 国各地で鉄道会社が設
立 された。明治17年 の阪堺鉄道,19年 の伊予鉄道,20年 の両毛鉄道および
水戸鉄道に続き,21年 には山陽,大 阪,讃 岐,関 西,甲 武,九 州の六大鉄
道会社が相次いで設立された。また,日 本鉄道会社は明治39年 の鉄道国有
化まで路線を延長 し,東 北本線,山 手線,赤 羽線,日 光線,水 戸線,両 毛線
などを経営 していくことになった(2)。
このような鉄道業の発展は貨物輸送の増大をもたらした。明治23年 の貨
物輸送は官設線67万 個,私 設線74万 個であったが,20年 代を通 して増加
しつづけ,明 治30年(1897)に は官設線157万 個,私 設線711万 個 となっ
た。官設線に比べ私設線が圧倒的に貨物輸送を担 っていたが,33年 には私
設線が1163万 個 と1000万 個をはじめて突破 した(3)。
鉄道貨物輸送の増大は,従 来の陸路による長距離道路輸送から鉄道貨物へ
と輸送手段を全面的に転換 した。つまり,鉄 道の開通普及により,陸 運業の
主業態が鉄道貨物の集荷,配 達,取 卸 しに変質 した。 これにより,資 力や設
備がなくても,簡 単な事務所と事務机,手 車一両,天 秤棒一本さえあれば容
易に開業できることになり,全 国各地に小業者が乱立 し,r駅 に50店 から
60店 が店を構えた所 もみられるようになった。明治25年(1892)に は内国
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通運系業者だけでも全国で5071店 に達 した。その後,小 業者の淘汰か ら減
少 もみられたが,明 治40年(1907)に は全国で貨物輸送業者が5000店 に上っ
たといわれる④。 しか し,こ れら小業者の乱立は業者間の競争激化を生み,
その弊害としてさまざまな不法行為も生み出した。そのため,全 国には同業
者団体が結成され,同 業者間の紛擾の仲裁や運賃計算方法の統一などがおこ
なわれた。とくに運賃計算方法の統一を導入 した同業者団体では,会 員間の
運賃清算が円滑化 した。
このため,こ の時期の鉄道貨物輸送同業者組合では運賃清算等で資金不足
を来たすところもみ られ,ま た荷為替資金等の需要 も増えてきたことから金
融機関の必要性が増 してきた。鉄道貨物輸送同業者組合では,積 極的に金融
機関の設立を図 り,組 合幹部が金融機関 と関係を濃厚にして資金調達を円滑
に行おうとすることもみられるようになった。いうまでもなく,こ の時期は
日本資本主義の確立期とも重なっており,鉄 道の整備 と貨物輸送の増大に加
え銀行業の発展が著 しかった時期であった。
本稿では,明 治30年 代の鉄道貨物輸送の活発化にともな って地方運送業
者は如何なる同業者団体を結成 し,ま た貨物輸送に必要な資金需要を賄うた
めにどのような金融機関と如何なる関連を結んでいったかについて分析を加
える。.具体的には,明 治20年 代か ら鉄道貨物輸送団体の中心人物と して活
躍 した埼玉県南埼玉郡蓮田町の飯野喜四郎を取 り上げ,彼 を中心として結成
された鉄道貨物取扱業者団体の動向と,こ れらの業者が多数参加 した東京秋
葉銀行の設立経緯および経営状況を考察 し,産 業資本の確立期における鉄道
貨物輸送業者 と金融機関の関連をみていぎだい。後述するように,飯 野は地
方政治家 としても多 くの活動を してお り,産 業資本の確立期において地方政
治家がどのような経済活動を行ったかという一つの事例を も提供できると考
えている。
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《注》
(1)日 本鉄道会社と第十五銀行に関しては,星 野誉夫 「日本鉄道会社と第十五国
立銀行(1)(2×3)」(「武蔵大学論集」第17巻 第2・3・4・5・6号,第19巻 第1
号,同5・6号,昭 和45-47年)を 参照。また,第 十五国立銀行に関するもの
として,石 川健次郎 「明治前期における華族の銀行投資一第十五国立銀行の場
合一」(「大阪大学経済学」第22巻 第3号,昭 和47年),戸 原四郎 「第十五国
立銀行」(加 藤俊彦 ・大内力 「国立銀行の研究』所収,勤 草書房,昭 和33年)
がある。
(2)『 明治大正史」第3巻(朝 日新聞社,昭 和5年),190頁 。
(3)土 屋喬雄 『産業史』(東 洋経済新報社,昭 和19年),255-256頁 。
(4)「 日本輸送史』(株 式会社 日通総合研究所,昭 和46年),357-359頁 。
1.飯 野喜四郎 と運送業
α)飯 野喜四郎の政治経済的活動
まず,飯 野喜四郎ωの政治経済的活動について,か れの諸活動を公職と実
.業等の面に分けて考察 してみよう(第1表)。 飯野は,明 治元年 に埼玉県綾
瀬村(現 蓮田市)に 生まれた。彼は東京法学院(現 中央大学)で 法律学を学
んだ後,明 治23年(1890)に 立憲 自由党結成 に参加 し,26年 の自由党支部
結成時には支部評議員に推された。27年2月 には埼玉県会議員に初当選 し,
29年9月 には南埼玉郡会議員 にも当選 した。
飯野には明治32年 から40年 にかけて2回 の政治的空白期間がある。第一
回目は,明 治32年9月 の県会議員選挙で落選 し,35年9月 の補欠選挙で当
選を果たすまでの約3年 間である。第二回目は,明 治38年7月 に県会議員
を辞職 し,約2年2ケ 月後の40年9月 に県会議員に復帰す るまでの期間で
ある。飯野は,落 選と辞任による2回 の政治的空白期間に経済的活動を活発
に行っており,こ の期間の運送業への取 り組みと東京秋葉銀行の経営への取
り組みは注 目に値する。また,明 治38年 の県会議員辞職 は本稿で考察する
彼の経済活動が嵩 じた.ヒでの失敗が直接的な原因となった。
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第1表 飯野喜四郎の諸活動
年月 日 公 職 実業 関係 ・その他
明20.10.26 蓮田駅前に飯野運送店を開業
24.10.21 北足立南埼玉両部甘薯商組合組合長(33.9迄)
27.2.10埼玉県会議員当選
29.9.1南埼玉郡会議員当選(県議兼任,3!.f迄)
30.4.15埼玉県会議員当選(32.8満 期退職)
31.4.15 日本鉄道第二区日光両毛線運送業組合理事長
(32.9解 散退 職)
32.4.17 日本鉄道株式会社貨物取扱人組合委員(評議員),
(35.4解 散辞 任)
32.9.10 東北運送業組 合理事長(37.7解 散辞任)
33.2.11 株式会社東京秋葉銀行蓮田支店長
33.12.1 株式会社東京秋葉銀行監査役
34.9.2 株式会社東 京秋葉銀行取 締役(35.12辞 職)
35.9.21埼玉県会議員当選(補 欠選挙)
36.9.22埼玉県会議員当選
38.7.10埼玉県会議員辞職(実 業上の理由より)
39.6.15 蓮田運送店を直営とする
10.1 公明,飯 野両運送会社を合併して大宮運送合資
会社を設 立,倉 庫業を兼ねて社長 とな る(大 正
5.10.1,株 式会社に改組 し取締役社長)
40.4 明治運送会社取引店同盟会第一区監となる
9.22埼玉県会議員当選
41.4 明治運送会社取引店同盟会東北部第一区委員
11.23 日光両毛第二区線内運送組合組織
42.4.3 明治運送,日 本逓業両社連合東北部第三部委員
5.15 日本線運送業 同盟会会長(大4.4月 よ り関東運
送業同盟会)
43.1.14埼玉県名誉参事会員
2.16埼玉地方森林会議員(農 商務省)
4. 明治運送,日 本逓業両社連合東北部第二区委員
8.7粕壁税務署管内宅地賃借価格調査委員
44.4.25 明治運送会社評議員
5.22 氷川銀行,氷 川貯蓄銀行監査役
9.22埼玉県会議員当選
大2,12,11埼玉県名誉職参事会員
埼玉県町村吏員懲戒審査委員
12.15政友会埼玉支部常任幹事
3.2.11 蓮田運送店を合資会社に改組
4.4.27. 社団法人全国運輸連合会理事
9.1 蓮田共和銀行代理店披露
9.22埼玉県会議員当選
10.13埼玉県名誉職参事会員
埼玉県土地収容審査委員
ll.24政友会埼玉支部常任幹事
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第1表(つ づき)
年月日 公 職 実業関係 ・その他
大5.7。2 鉄道運送協会評議員
10.1 大宮運送合資会社を株式会社に改組
11.21埼玉県名誉職参事会員
埼玉県町村吏員懲戒審査委員(大
13,2迄)
12.23埼玉地方森林会議員(農 商務省)
6.5.27 中央鉄道株式会社監査役
5. 明治運送,日 本運送取引店会評議員(大9.4迄)
7,3.14 埼玉中央銀行(武 州銀行)設 立発起人
25 埼玉甘薯商同業組合組合長
6.6 鉄道運営協会運営委員
8.6 武州銀行創立委員
11, 財団法人埼玉共済会副会長
8.4. 財団法人埼玉共済会会長
6. 上野運輸事務所管内組合組織 創立委員
8.14 上野運輸事務所管内公認運送組合設立,副 組長
、 9.22埼玉県会議員当選
10. 財団法人埼玉共済会理事
12.20政友会埼玉支部代議員
9.4.4 埼玉甘薯株式会社創立委員
20 上野運輸事務所管内公認運送組合組長(大15.3迄)
4. 明治運送,日 本運送両社取引店会第一部長
5.13 東京鉄道局管内公認運送取扱人組合連合会副会
長(大11.5.9,同 組合連合 会会長)
10.11.7第二十六代県会議長
11.5. 埼玉県社会事業協会副会長
11.6. 埼玉教育会評議員
12.6.29埼玉県農会農事調査会委員
13,1.25埼玉県会議員当選
2.23埼玉県会名誉職参事会員
27 政友会埼玉支部幹事長
13.2.13政友会埼玉支部常任幹事
15,8.27 大宮合同運送株式会社設立,社 長就任
昭2.L 蓮田合同運送合資会社設立,社 長就任
3.1 埼玉県会議員満期退職
5.18 上野運輸事務所管内指定運送取扱人会創設,会
長就任
7。 岩槻合同運送株式会社設立,社 長就任
7.L15埼玉県会議員当選
9.5.27 東京鉄道局管内指定運送取扱人会連合会副会
(昭10.5迄)
10.7.26 運送相互保証会社取締役
(注)「 飯野喜四郎履 歴書」(大 正7年5月,飯 野家文書124,埼 玉県立文書館 蔵),埼 玉 県 立浦
和 図書 館編 『飯野喜四郎伝』(昭 和45年)に より作成。
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このように,飯 野は数回にわたって県会議員職を離れる時期があったが,
昭和10年 まで県会議員を務めた。県会議長は二期,名 誉参事会員は五期務
め,埼 玉政友会の重鎮として埼玉県政治界の主要な人物であった。その他,
かれは埼玉地方森林会議員,埼 玉県町村吏員懲戒審査委員,埼 玉県土地収容
審査委員,埼 玉教育会評議員,埼 玉県農会農事調査委員など多様な公職にも
就いている。
つぎに飯野の産業および実業の面についてみよう。 まず,飯 野は明治24
年に北足立南埼玉両郡甘藷商組合組合長に就任 し,33年9月 まで務めた。
この他に甘藷関係では,大 正7年3月 に埼玉甘藷商同業組合組合長,大 正9
年4月 に埼玉甘藷株式会社創立委員を務めている。 一方,運 送業関係では
31年4月,日 本鉄道第二区日光両毛線運送組合理事長に就任 したほか,32
年4月 には日本鉄道株式会社貨物取扱人組合委員,同 年9月 には東北運送業
組合理事長に就任 した。明治39年 には大宮運送合資会社を設立 し,40年4
月には明治運送会社取引店同盟会第一区監となった。 さらに,41年4月 に
は明治運送会社取引店同盟会東北部第一区委員にも就任 しており,飯 野は明
治30年 代か ら貨物運送業に力を入れていた様子がわかる。 また,銀 行関係
では明治31年9月 の東京秋葉銀行設立に関係 し,33年2月 には同銀行蓮田
支店長,さ らに33年12月 に.同銀行監査役を経て34年9月 には同銀行取締
役に就任 した。明治32年 に県会議員を落選 したという最大 の理 由があった
とはいえ,飯 野はこの時期に運送会社の経営に取 り組んだほか,東 京秋葉銀
行蓮田支店長 として経済活動を活発化させた。 また,明 治44年 には氷川銀
行,氷 川貯蓄銀行の監査役に就任 したほか,大 正6年3月 に埼玉中央銀行
(のちの武州銀行)発 起人,7年 に武州銀行創立委員なども兼務 した。
このように,飯 野喜四郎は明治大正期 において政治家としてばか りでなく
企業家 としても様 々な活動を行 っていたが,公 職としての経歴が長いところ
がら,彼 の活動に関する研究では政治活動の面に焦点があて られることが多
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かった。飯野は埼玉県内において埼玉農工銀行,武 州銀行の設立に深 く関与
したが,こ れらについても政治家として設立に関与 してきたという評価が強
かったといえる。 しかし,後 述するように明治30年 代の飯野は経済活動を
貨物運送業と銀行業の両面において活発化させており,こ の時期の彼の経済
活動は時として政治活動に影響を及ぼすほど顕著なものであったといえる。
つぎに,彼 の鉄道貨物運送業に関する活動を詳細にみてみよう。
(2)鉄 道貨物輸送の発展と飯野運送店の開業
日本鉄道会社は明治16年(1883)7月 に第一区間の上野一熊谷間(約61
km),さ らに18年7月 には第二区間の大宮一宇都宮間を開通 させた。 これ
により大宮町は第一区間と第二区間の分岐駅となり,物 資輸送の点でも活況
を告げることとなった。また,蓮 田町は第二区間に位置 しており,鉄 道輸送
網の整備によって発展の可能性をもった。
こうした中で飯野の父である飯野吉之丞は,明 治18年7月 に 日本鉄道会
社の東北本線敷設にあたって蓮田停車場設置 に成功 した。 ところが,明 治
18年8月 に飯野吉之丞が死去 したため,喜 四郎が急遽家督を相続すること
となった。喜四郎は東京法学院を中退 し,家 業に専念することになった。明
治20年 には鉄道貨物取扱業が許可 され,蓮 田駅前に飯野運送店(の ちに,
蓮田運送店に改称)を 開業 した②。
明治21年 に東北本線が福島県郡山まで開通す ると,飯 野 は蓮田近辺の青
物商人を勧誘 して蓮田地方の甘藷を福島県白河町まで輸送 した。飯野が青物
商人に対 して資金を貸与 し,も し失敗 した折 りには飯野が損失を負担すると
いう意気の入れようだった。埼玉の甘藷が東北方面に販路を開拓 したのは,
これが最初であったといわれている。 しか し,埼 玉甘藷の需要が拡大するに
したがって当業者の間に不当競争が発生 し,ひ いては不良品の出荷が多 くな
り埼玉甘藷の名声を失墜させることにもなった。そこで,飯 野は明治24年
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10月 に北足立南埼玉両郡甘藷商組合を埼玉県重要物産組合準則 に基づいて
結成,自 らが組合長に就任 して33年4月 までその職を務めた(3)。
「埼玉県北足立南埼玉郡甘藷商組合規約」ωによれば,こ の組合は北足立郡
および南埼玉郡の甘藷商四分の三以上の同盟をもって結成された。組合の目
的は 「甘藷売買上ノ弊害 ヲ矯正 シ農産家ノ実益 ヲ増進スル」 ことにおかれ,
この目的を達成するために次のような方法がとられた。 まず,組 合で証票,
表牌,荷 票を調製 して組合員に付与 した。甘藷買入の際には現品を調査 し,
上中下三等に区別 し,各 等級に応 じて荷票に付記 し,甘 藷輸出時には生産者
および販売人の姓名 ・等級を記 した荷票を付さねばならなかった。このよう
に,甘 藷生産の品質を統一 し,生 産者および販売人の責任の所在を明確にし
た。この上で,生 産者 ・組合員が粗悪の甘藷を販売 したときは深 く説諭を加
え,改 良を行わしめるとした。また,「組合ノ内外ヲ問ハズ同業者 間二於 ケ
ル取引上ノ負債 ヲ全済セズシテ他組合員 ヨリ取引スルモノアル時ハ其旨組長
へ申告スヘ シ」の一項を設け,組 合員の負債についても厳 しい姿勢をとった。
組合では規約に違反 したものに対 しては,そ の情状により50銭 以上5円 以
下の違約金を徴収 し,重 大な違反に対 しては除名措置をとった。 また,帳 簿
を作成 して,不 正者処分 と統計調査等の考証に供 し,毎 年その事蹟を県庁に
報告するものとした。
このような甘藷商組合の活動 もあり,そ の後の甘藷輸送は順調 に行われた
ようである。第2表 は明治36年 の 日本鉄道各駅発着貨物数量 を示 している
が,発 送貨物では甘藷が第一位にランクされている駅が多 く見られる。浦和,
大宮,上 尾 桶川,蓮 田である。また,熊 谷,本 庄,神 保原などからは繭が
発送され,深 谷からは日本煉瓦で製造 された煉瓦が発送 されている。第二区
線の久喜と栗橋では諸麦 ・綿布 ・繭,蓮 田では甘藷のほか綿布 ・繭 ・木材 ・
米が主 たる発送品であった。一方,到 着貨物では,両 区の各駅 とも石炭 ・石
灰 ・石材 ・米 ・肥料などが到着 していた(5)。
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さて,日 本鉄道会社は明治26年 に株式会社形態をとり,日 本鉄道株式会
社に組織換えした。同社は東北地方に路線を拡張 していたが,20年 代か ら
30年 代にかけての収益率は路線によって異なっていた。最 も高い収益率を
上げていたのは第一区で開業後平均一割以上の収益率を達成 していた。蓮田
駅は第二区に所属 していたが,同 区は明治20年 下期以降は一割以上の収益
率を上げ,第 一区を上回る営業期も見られた。第三区 も明治27年 以降は一
割以上の収益率を上げていたが,第 四区と第五区の収益率は低かった。 その
ため,第 四区は開業後13年 間,第 五区は14年10ケ 月間の利益保証を受 け
ることになった。つまり,日 本鉄道の路線でも関東地方は高収益であったが,
仙台以北の東北地方では低収益に苦 しんでいたことになる(6)。
飯野が開業 した蓮田駅と大宮駅は高収益路線に位置 しており,営 業的な旨
みもあったと思われる。大宮町は,明 治29年 に作成された大宮商業銀行設
立関係書類の中で,「 中仙道 ノー駅ニシテ従前 ヨリ重モニ商業 ヲ営 ミ居 りシ
が中仙道鉄道ノ貫通 ト此所ヨリ分岐 シ奥州二連スル第二区線ノ布設ハ商況ヲ
盛ニシ特二運輸二関シテハ奥州ノ咽喉 トナリ米麦甘藷其他ノ物資一旦菰二集
積シ而 シテ各地へ輸送スルヲ以テ今日ノ状況郡内第一ノ繁盛地 トナレリ」(7)
と記されているように,鉄 道開通による貨物輸送の発展が著 しいところであ?
た。大宮駅の取扱物資は第3表 のとお りであり,輸 出では米が2万 石,19
万円で首位であり,つ いで甘藷が20万 俵,4万5000円 であった。 また,輸
入では呉服の7万5000円 を筆頭に太物,砂 糖などが主たるものであった。
第4表 は,明 治36年 の日本鉄道株式会社各区の営業収益を示 している。
最 も高収益は海岸線(常 磐線等)の265万2000円 であり,つ いで,219万
6000円 の第二区,214万8000円 の第一区という状況であった。旅客収入 と
貨物収入でみてみると,海 岸線は貨物が57%,旅 客が31%,ま た第二区 も
貨物57%,旅 客36%と 貨物収入が旅客収入を上回っていた。第二区では旅
客収入が79万9000円,貨 物収入が124万4000円 となってお り,貨 物収入
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第3表 大宮駅取扱物資(明 治29年)
輸 出 輸 入
品 目 数 量 価 額 品 目 数 量 価 額
米 20,000石 190,000円 石 油 2,000箱 4,500円
麦 5,000石 15,000円 塩 35,000俵 8,750円
豆 3,000石 18,000円 砂 糖 1,500箱 12,000円
甘 藷 200,000俵 45,000円 呉 服 15,000疋 75,000円
繭 2,50(貫 7,500円 太 物 50,000反 40,000円
茶 10,000升' 5,000円 肥 料 30,000貫 6,00(円
木綿織物 25,000反 12,500円 炭 80,000貫 5,714円
種 油 26石 780円 紙 類 20,000帖 320円
(注)「 大宮商 業銀行設立願二対スル調査事項 ノ件二付具申」(埼 玉 県行政文書 「商工務部 ・会
社(銀 行)明3580』,明 治30年,埼 玉県立文書館蔵)に より作成。
第4表 各 区営 業 収 入 内訳(明 治36年)
旅 客 貨 物
営業収入
金 額 % 金 額 %
千円 千円 千円
第 一 区 1,133 53 846 39 2,148
第 二 区 799 36 1,244 57 2,196
第 三 区 560 42・ 623 47 1,320
第 四 区 420 51 323 39 825
第 五 区 317 47 231 34 670
山 手 線 146 51 102 36 285
海 岸 線 821 31 1,521 57 2,652
日 光 線 122 60 58 28 204
塩 釜 線 15 38 9 23 39
八 戸 線 9 41 3 14 22
両 毛 線 291 57 162 31 51E
秋 葉 原 線 0 0 29 26 11(
(注)(1)星 野誉夫 「日本鉄道会社と第十五国立銀行」(3)(「武蔵大学論集』第is巻 第5。6
号,昭 和47年),129頁 による。
② 原史料は日本鉄道 『年報』。なお,営 業収入には手小荷物収入が含まれている。
が100万 円を突破 していたのは,海 岸線 と第二区 のみであ った。一方,第 一
区 は旅客収入113万3000円,貨 物収入84万6000円 であ り,旅 客 収入 が貨
物 収入を.ヒ回 って いた。 いずれ に して も,第 二区 は貨物取扱業 には好都合 の
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路線で あった ことには間違 いな く,飯 野の運送店 も活況 を呈す ることにな っ
た。
(3)東 北運送業組合の設立
明治20年 代後半から40年 代初頭の時期は,鉄 道貨物輸送の発展にともな
い,従 来から陸上運送を支配 していた内国通運会社の独占状態が破れ,全 国
各地に運送会社が設立された。天竜運輸株式会社(明 治25年5月 設立),京
三運輸株式会社(明 治30年11月 設立),日 本逓業株式会社(明 治32年8月),
明治運送株式会社(明 治40年3月 設立)な どの有力な運送会社が設立 され
たのもこの時期であった。
また一方では,日 本の通運業が長距離道路輸送から鉄道貨物取扱業へ全面
的に転換したため,全 国各地に小業者が乱立 した。前述のように,明 治25
年(1892)に は内国通運系業者だけでも全国で5071店 に達 したほどである。
このような小業者の乱立は,業 者間の競争を激化 し,そ の採算を悪化 したば
かりでなく,こ れを埋め合わせるための各種の不法行為を生み出 し,業 者の
信用を低下させることになった。 これを改善するために,各 地の有志によっ
て同業者の団体が生み出され,業 者の乱立と過当競争 ・不法行為の防止に乗
り出した(8)。日本鉄道では田端一高崎間,前 橋一小山間,蓮 田一豊原間,宇
都宮一日光間の同業者による日本鉄道第一運送業同盟会が設立されたほか,
関西運輸同盟会,北 陸運輸同盟会などが全国各地に結成された。
第5表 は明治32年2月 の日本鉄道株式会社貨物取扱人組合の組合員を示
している。これによれば,同 組合には178人 の組合員 ・組合会社が所属 し,
地域によって第一部か ら第十一部に分かれていた。最も組合員 ・組合会社が
多いのが,埼 玉県蓮田駅か ら栃木県日光駅までを包含 した第四部である。こ
の地域には39の 組合員が所属しており,蓮 田駅には飯野喜 四郎が内国通運
株式会社取引店を開業 していた。第四部についで多いのが埼玉県大宮駅か ら
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第5表 日本鉄道株式会社貨物取扱人組合員(明 治32年2月 調)
区 分 駅 名 会 社 名 氏 名
第一部 秋 葉 原
同
同
同
同
同
同
同
同
同
同
同
同
同
同
隅 田 川
同
同
同
同
三燐合資会社
内国通運株式会社神田支店
金井運送店
上武運送店
帝国中牛馬東京合資会社
三立社
共同中牛馬合名会社
原鐡神田支店
北上株式会社東京支店
小林運送店
山田運送店
福島誠一合名会社神田支店
水戸運送店
朝松組
日本運輸株式会社秋葉原支店
丸炭運送合資会社
岡田運送店
丸玉合資会社
米澤陸運株式会社
田 島 達 策
小 池 敬 定
金 井 恒 八
前 田 重 助
小山 五左衛門
川 島 卯一郎
中澤 與左衛門
田 中 徳太郎
島 谷 常 助
鈴 木 五三郎
山 田 金太郎
浅 倉 忠五郎
須 田 古 眞
藤 田 虎次郎
翠 川 彌 吉
松 永 平治郎
上 原 伊 助
岡 田 長 一
井 筒 定 吉
古 藤 禮 助
第二部 大 宮
同
同
同
上 尾
同
桶 川
鴻 巣
同
吹 上
同
熊 谷
同
同
同
白田運送店
内国通運株式会社取引店
公明運送店
飯野運送店
内国通運株式会社取引店
小川運送店
内国通運株式会社取引店
岡部運送店
新井運送店
内国通運株式会社取引店
丸加運送店
内国通運株式会社代理店
金井運送店
三立社代理店
鯨井運送店
小 林 留 吉
穂 積 常 八
小 嶋 寅治郎
飯 野 喜四郎
田 中 良 三
小 川 信次郎
府 川 秀之助
岡 部 金之助
新 井 末 吉
島 村 央次郎
石 川 治 部
小林 兵右衛門
関 口 磯次郎
新井 長右衛門
小 高 増太郎
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第5表(つ づき)
区 分 駅 名 会 社 名 氏 名
第二部 熊 谷 帝国中牛馬合資会社代理店 石 川 保太郎
深 谷 内国通運株式会社取引店 春 山 長 吉
本 庄 同 森 田 千代壽
同 本庄倉庫運輸部 大 竹 理三郎
新 町 内国通運株式会社取引店 田 嶋 達 策
同 千木良運送店 千木良 雅 蔵
高 崎 内国通運株式会社高崎支店 小 泉 誠之助
同 共同中牛馬合名会社高崎支店 中澤 與左衛門
同 矢島運送店 矢 島 八 郎
同 帝国中牛馬合資会社高崎支店 小山 五左衛門
同 福澤荷物方 福 澤 仁太郎
同 関口運送店 関 口 耕三郎
同 三鱗合資会社 田 嶋 達 策
同 鈴木運送店 鈴 木 庄 衛
同 水谷運送店 木 暮 三代造
同 森橋運送店 成 田 兼之助
第三部 前 橋 内国通運株式会社前橋支店
同 松井運送店 山 口 和 助
同 前橋運便組運送店 福 嶋 彦太郎
伊 勢 崎 内国通運株式会社取引店 武 孫 平
桐 生 同 代理店 小 泉 武八郎
同 早川運送店 早 川 忠兵衛
同 新井運送店 新 井 文 八
足 利 内国通運株式会社代理店 小 泉 武八郎
同 早川運送店 早 川 忠兵衛
同 正運社 高 井 平兵衛
佐 野 荒居運輸店 荒 居 重 平
同 亀田運送店 亀 田 利三郎
栃 木 栃木運送店 石 川 主一郎
同 内国通運株式会社代理店 秋 山 孝一郎
同 大出運送店 大 出 定次郎
第四部 蓮 田 内国通運株式会社取引店 飯 野 喜四郎
久 喜 同 代理店 関 清右衛門
同 吉岡運送店 吉 岡 久 七
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第5表(つ づき)
区 分 駅 名 会 社 名 氏 名
第四部 栗 橋 古川運送店 古川 平兵衛
小 山 西村運送店 小 池 兵 二
同 三井運送店 松本 鐡太郎
同 内国通運株式会社代理店 小泉 武八郎
石 橋 同 取引店 青 木 幸 蔵
宇 都 宮 池田運送店 池 田 新 八
同 菊地運送店 坂 本 八 郎
同 内国通運株式会社代理店 秋 山 孝 一 郎
同 坂本運送店 坂本 茂十郎
氏 家 瀧澤運送店 村 上 義 郎
同 鈴木運送店 大 門 恒 作
矢 板 矢板運送店 大嶋 喜四郎
西 那須 野 黒羽運送店 植竹 三四郎
同 内国通運株式会社取引店 杉 村 大 助
同 大金運送店 大金 専太郎
同 川上運送店 川 上 直 吉
黒 磯 中嶋運送店 中 嶋 常 吉
同 黒磯合同運送店 逸見 卯三郎
同 植竹運送店 植竹 三四郎
同 運送合資会社 植竹 鐙太郎
黒 田 原 大平運送店 大 平 善一 郎
同 黒田原運送合資会社 藤 田 和三郎
同 丸正運送店 藤 田 辰五郎
同 植竹運送店 植竹 三四郎
同 金子運送店 』 金子 新八郎
白 河 内国通運株式会社代理店 常 磐 千 義
同 澤野運送店 野澤 萬之助
同 安田運送店 坂 本 清 吉
同 藤田運送店 定田 幸之助
鹿 沼 丸大運送店 松 崎 治 平
同 内国通運株式会社取引店 石塚 幸太郎
今 市 加藤運送店 加 藤 半 治
同 丸今薪炭合資会社 池田 惣三郎
同 内国通運株式会社取引店 大 橋 費 平
同 共同運送店 村 上 禄 郎
日 光 山崎運送店 山 崎 恭 次
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区 分 駅 名 会 社 名 氏 名
第五部 矢 吹 内国通運株式会社取引店 横 川 楽 二
須 賀 川 日本運輸株式会社代理店 大 橋 貞 吉
同 内国通運株式会社取引店 竹 内 喜 平
郡 山 同 郡山支店
同 共同中牛馬合名会社郡山支店 中澤 與左衛門
同 横山運輸店 横 山 熊 吉
二 本 松 内国通運株式会社代理店 同
福 島 同 福島支店
同 福島運送店 朝 倉 與四郎
白 石 山田運送店 山 田 忠治郎
同 内国通運株式会社取引店 上 西 無二三
大 河 原 同 村 上 伊 平
第六部 仙 台 内国通運株式会社仙台支店 小 泉 邦三郎
同 尾崎運送店 尾 崎 興 利
同 日本運輸株式会社出張店 木 村 保之助
同 奥羽水陸運輸株式会社支店 矢 内 信 任
塩 釜 旭組及川店 及 川 仙兵衛
同 盤佐運送店 盤 佐 半 吉
同 内国通運株式会社取引店 白 石 廣 一
同 塩釜海産物組合運送丸一店 浅 野 久太郎
小 牛 田 内国通運株式会社取引店 鎌 田 常之助
同 手島運送店 手 島 雄八郎
同 武藤運送店 武 藤 文 平
同 伊 藤 直 治
石 越 高橋 徳右衛門
第七部 一 ノ 関 内国通運株式会社取引店 千 葉 喜十郎
同 北上株式会社聯合店 小山田 文治郎
黒 澤 尻 内国通運株式会社取引店 佐 藤 金太郎
同 斎藤運送店 斎 藤 惣五郎
同 北上株式会社聯合店 木 村 源 吉
水 澤 東北運送合資会社 郷 右近清四郎
花 巻 内国通運株式会社取引店 橋 本 喜 助
盛 岡 同 盛岡支店
同 北上株式会社 大 田 小二郎
同 成瀬運送店 成 瀬 米 吉
同 丸榮運送店 佐 川 茂太郎
川 口 内国通運株式会社取引店 千 葉 幹 枝
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区 分 駅 名 会 社 名 氏 名
第八部 一 ノ 戸 堀口運送店 堀 口 與三郎
三 ノ 戸 内国通運株式会社取引店 鈴 木 太 郎
八 ノ 戸 同 秋 山 孝一郎
同 北上株式会社聯合店 横 澤 新太郎
湊 同 同
第九部 青 森 内国通運株式会社青森支店 宮 嶋 六三郎
同 丸三運送店 三 浦 市太郎
同 三立社支店 田 中 林 七
同 陸運合資会社 豊田 太右衛門
同 海陸運送舎 益 城 速 雄
第十部 結 城 内国通運株式会社取引店 簗 島 國三郎
同 坂 本 直 諒
下 館 内国通運株式会社取引店 中 野 市十郎
同 下館同盟運送合資会社 和 田 兵 助
岩 瀬 内国通運株式会社取引店 友 常 萬太郎
笠 間 加藤運送店 加 藤 唯 七
同 笠間運送安藤店 安 藤 金治郎
同 内国通運株式会社取引店 岩 崎 與兵衛
友 部 同 山 口 松之助
内 原 同 金 澤 直一郎
水 戸 同 水戸支店
同 水戸運送合資会社 吉 村 泰
同 丸三運送店 岡 部 亀五郎
土 浦 内国通運株式会社取引店 色川 三郎兵衛
同 土浦運輸合資会社 斎 藤 勝 次
高 浜 内国通運株式会社取引店 稲 葉 榮次郎
石 岡 石岡運送合資会社 篠目 八郎兵衛
第十一部 川 尻 内国通運株式会社取引店 石 平之亟
高 萩 同 伺
同 高萩運送合資会社 今 川 浅 吉
関 本 内国通運株式会社取引店 菊 地 八次郎
植 田 同 鷺 清 昇
平 内国通運株式会社代理店 阿 部 乙二郎
同 平運送合資会社 鈴 木 雄 次
長 塚 内国通運株式会社取引店 鈴 木 市十郎
原 ノ 町 同 村 井 求 己
(注)「 日本鉄道株式会社貨物取扱人組合人名(明 治32年2月)」,(飯 野家文書1029,埼 玉県
立文書館蔵)に より作成。
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群馬県高崎駅までに至る第二部であり,31人 の組合員が所属 した。飯野喜
四郎は大宮駅で も内国通運株式会社取引店を開業 しており,日 本鉄道株式会
社の貨物取引で賑わう場所に運送店を構えていたことになる。
また,明 治31年2月 には東京 ・横浜 ・名古屋 ・京都 ・大阪 ・神戸の六大
駅有力業者の発起によって,東 京市芝区に全国運輸連合会が設立された。 こ
れは全国的に組織され,明 治33年 に正会員300,45年 には正会員800,準
会員500を 擁iする大運輸団体 となった。一方,内 国通運会社とその取引店は,
すでに取引店同盟会を組織 して独自の活動を行 っており,全 国運輸連合会に
は参加 しなかった。 したがって,全 国運輸連合会は内国通運系に対する業者
の結束団体的色彩をおび,役 員には日本逓業株式会社や明治運送株式会社の
いわゆる日明系の有力者が選任された。全国運輸連合会の目的は鉄道運送取
扱業の改善 ・発達と同業者の信用の向上におかれ,全 国同業者の信用度の調
査,必 要な貨物保管場の設置,官 庁または鉄道会社への意見具申,会 員間の
紛議の仲裁,模 範従業者の表彰,機 関誌の発行などの事業を行った。その他,
会員間の交互計算や同業者の乱立防止にも力を注がれた。同連合会の交互計
算は,巡 回方式によって明治32年7月 から開始された。発足当初 は運賃取
立を依頼するものが全会員の半数にも達せず,毎 月の経費を賄 うことも困難
であったが,数 ケ月の後には全会員の約八割を確保 し,33年 以後 はおおむ
ね順調な発展をたどった(9)。
飯野 も鉄道貨物運送業を経営するにあたり,遠 隔地間の業者との間に何等
連絡網がなかった。 このため,運 賃計算等について問題が多 く発生 し,解 決
策として運送業組合の設立を図った。まず,明 治31年2月 に第二区(大 宮一
黒磯間)日 光線運送業組合を組織 して,当時運送業界で問題 となっていた 「運
賃取立」に関して 「巡回計算」を開始 した。 さらに明治32年 にはこれを東北
運送業組合と改称した上に,機 関雑誌 『東北』を発行 して組合長を務めた⑩。
「東北運送業組合規定」(11)によれば,東 北運送業組合は 「日本鉄道株式会
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社 ト連絡 シテ貨物運送業ヲ営ムモノ」をもって組織 され,「 同業者相互ノ利
便 ヲ謀 り運賃貸借 ノ同盟計算 ヲ処理 シ及 ヒ貨物取扱 ヲ一定スル」 ことを目的
とした。組合は共同の利害に関する事項や各鉄道会社に対する請願 ・要求に
ついて総会決議をもって理事長が行 うことになっていた。また,組 合員は身
元保証金 として一店あたり50円 と保証金を差 し出し,総 会の決議 を経た上
で入会が承認された。 この身元保証金については 「確実ナル銀行二預ケ置理
事長之 ヲ取扱フ」ことになっており,東 北運送業組合の設立 と共に確実なる
銀行が必要となったといえよう。飯野が東京秋葉銀行の設立に深 く関連 して
いったの もかかる理由があったと考え られる。
東北運送業組合の運賃計算 をみてみよう。 明治32年5月 に制定された
「東北運送業組合同盟計算規定」によれば,同 組合は同盟各店の運賃貸借計
算を処理するために計算員を若干名おいた(第 一条)。 同組合の同盟計算区
域は日本鉄道株式会社全線各駅,高 崎横川間各駅,新 宿八王子間各駅,新 橋
横浜間であ り,計 算員は毎月一回区域内各駅を巡回 した(第 二条 ・第三条)。
計算費用を賄うために,同 盟店に月額金と請求金の二種の負担金を設けてい
た(第 四条)。 月額金は一等2円 から五等30銭 までの五段階に分かれ,請 求
金額は金額に応 じて20円 未満30銭,50円 未満50銭,100円 未満1円,150
円未満1円30銭,200円 未満1円50銭 となっており,200円 以上は50円 毎
に25銭 を加えた。なお,請 求を行わない店は月額金のみが徴収された。運
賃の請求方法は,同 盟各店は前月中の運賃残高を調査の上,封 織 してその金
額を表面に記載 し,こ れに報告書を添えて毎月5日 までに組合事務所に送付
することになっていた(第 五条)。 荷為替,貸 金,立 替支払等を請求するも
のは,前 もって支払店にむけて照会を行い,承 諾の回答を得た上で請求 した
(第六条)。計算員は各店の請求書および報告書を調査 し,決 算書を作成 して
毎月10日 に出発 した(第 七条)。 同盟各店は計算員よ り決算書を交付された
ときには速やかに現金をもって支払 うことになっていた(第 八条)。 決算 に
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第6表 東北運送業組合 ・組合員一覧
県 別 市 町 村 運 送 店 名 代 表 者
埼玉県 大宮駅 飯野運送店業務担当 小 森 勝 吉
大宮駅 公明運送店 小 島 寅次郎
浦和駅 埼玉用連会社支店 名古谷 留之助
上尾駅 小川運送店 小 川 信次郎
桶川町 共同運送店 武 藤 重次郎
鴻巣町 新井運送店 新 井 末 吉
吹上駅 丸加運送店 石 川 治 部
栗橋駅 古川運送店 古 川 宇兵衛
久喜駅 昇運送店
蓮田駅 蓮田運送店 飯 野 喜四郎
群馬県
高崎駅
前橋駅
水谷運送店
運使組運送店
小 暮 三代蔵
福 嶋 彦三良
伊勢崎駅前 柿沼運送店 柿 沼 儀十郎
水戸市上市棚町 小木谷運輸店 小木谷 弥 介
茨城県 結城町 築峰運送店 築 峰 圭 三
結城町 坂本運送店 坂 本 直 諒
川島駅 川島運漕店 池 羽 雄 吾
岩瀬駅 川井運送店 川 井 芳太郎
福原駅 西山内運送店 森 田 清 吾
友部駅 友部運送店 友 部 作之助
赤塚駅 赤塚運送合資会社 平 戸 喜代春
水戸駅 丸三運送店 岡 部 亀五郎
水戸駅 水戸運送合資会社 吉 村 泰
高浜駅 篠月運送店 大 島 良 蔵
石岡駅 石岡運送合資会社 高 久 松次郎
岩間駅(土 浦線) 町田運送店 町 田 作 造
笠間駅 笠間運送安藤店 安 藤 重次郎
笠間駅 加藤運送店 加 藤 賑 七
下館駅 下館同盟運送合資会社
土浦駅 和泉運輸店 和 泉 栄 助
土浦駅 土浦運輸合資会社
藤代駅 宮嶋運送店 宮 嶋 為 吉
友部駅(土 浦線) 丸友運送店 友 部 庄 介
稲田駅(水 戸線) 稲川運送店 長 嶺 正 吉
古河駅 斉藤運送店 斉 藤 啓太郎
磯原駅 野口運送店 志 賀 文 吉
高萩駅 高萩運送合資会社 宇 川 政 吉
川尻駅 海陸運送合資会社 樫 村 幸太郎
関本停車場前 関本運送店 菊 池 八次郎
東京府 北千住駅 飯塚運送店 飯 塚 与 助
新宿駅前停車場前 旭屋運送店 市嶋 小右衛門
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県 別 市 町 村 運 送 店 名 代 表 者
東京府 板橋駅 高木運送店 高 木 武兵衛
王子駅停車場前 日本運輸同盟店 宇田川 倉 吉
八王子町 山本中牛馬合名会社 山 本 清 吉
神田区 合名会社水戸運送店 岡 山 覚次郎
千葉県 松戸駅 陸浜運送店 本 橋 平三郎
栃木県 岩船駅前 大山運送店 大山三郎右衛門
石橋駅前 野尻運送店 野 尻 甚 作
日光町 共同運送店 近 藤 栄 七
日光町停車場前 近 藤 栄 七
栃木駅 小山三井支店 松 本 鉄太郎
栃木町 栃木運支店 石 川 圭一郎
氏家駅 鈴木運送店
氏家町 橋本運送店 橋 本 源次郎
氏家町 滝沢運送店 村 上 義 郎
岡本駅 黒崎運送店 黒 崎 豊一郎
西那須町停車場前 川上運送店 川 上 直 吉
小山駅 西村運送店 小 池 兵 二
小山駅 三井運送店 松 本 鉄太郎
佐野駅(両 毛線) 佐野運送店 飯 島 新三郎
小俣駅 須 藤 愛 三
黒磯駅 逸見運送店
宇都宮市 池田運送店
宇都宮市 坂本運送店
福島県 福島町停車場前 使送組早坂運送店 早 坂 庄 七
木戸駅停車場前 永山運送店 永 山 健 吉
須賀川停車場前 丸万運送合資会社 二 瓶 元 吉
瓦崎停車場前 丸七運送店 渡邊 吾左衛門
中村停車場前 今野運送店 今 野 大 治
中村駅 館 岡 庸 三
長塚駅 大立運送店 立 野 義 長
浪江駅 大運送店 百 足 万 吉
広野駅 広野運送店 鈴 木 幸 蔵
平駅 平運送合資会社 鈴 木 雄 次
植田駅 中根運送合資会社 古 川 徳三郎
郡山町 横山運輸店 横 山 熊 吉
郡山町 共同中牛馬合名会社支店 坂 本 浅太郎
宮城県 仙台市 日本運輸株式会社仙台支店 木 村 保之助
県不明 下孫運送合資会社 長 家 左 ト
大□運送店 沢 畑 席之介
石川運送店 石 川 要之介
(注)「 東北運送業組合規約」(飯野家文書345,埼 玉県立文書館蔵)に より作成。
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対 して支払いを行わなかった場合や虚偽の請求を行った事実を発見 したとき
は,計 算員は直 ちに事務所に通報 し,事 務所はその旨を各同盟店に速報する
とした(第 九条)。 この通知を受けた各同盟店は本組合 より何 らかの通報 あ
るまではその店に対 して先払荷物の発送を中止 しなければならなかった(第
十条)。 このような運賃精算以外としては,前 借制度の存在をみることがで
きる。つまり,同 盟各店で毎月の規定の請求に先立って金銭が必要な場合に
は,各 店に対す る請求書を添えて前借を申し込むことができた(第 二十条)。
貸与金額は請求書に対する七割であり,日 歩4銭 であった(第 二十一条)。
つぎに組合員についてみることにしよう(第6表)。 組合員 は埼玉県,茨
城県,栃 木県,福 島県,宮 城県,東 京市の範囲か ら構成 されてお り,80業
者が参加 していた。最 も組合員が多いのが茨城県の25業 者であった。 これ
らの業者の中には,茨 城県古河町の斉藤運送店(斉 藤啓三郎),栃 木県小 山
市の西村運送店(小 池兵二)な ど,東 京秋葉銀行でも飯野喜四郎と特 に深い
開運があった業者 も含まれていた。
以上のように,飯 野は明治30年 代の鉄道貨物輸送発展期 に地方運送業者
を組織 して東北運送業組合を結成 した。この組合は運賃取 り立てに巡回計算
を導入 し,資 金の必要な組合員には前貸 しを行 った。 こうしたところが ら,
飯野にとっては明治30年 代初頭か ら組合運営を円滑に展 開するための金融
機関が必要となったと考えられる。また,自 己の運送業経営が活発化するの
も明治30年 代以降であり,金 融機関との関連を深 くして営業資金等の資金
調達を円滑にしていった。つぎに,こ の時期に飯野が関係 した地方金融機関
について,と くに東京秋葉銀行を中心 として考察 してみることに しよう。
《注》
(1)飯 野喜四郎の伝記としては,埼 玉県立浦和図書館編 「飯野喜四郎伝』(昭 和
45年)が ある。また,飯 野喜四郎の政治活動に関しては,小 山博也 『埼玉県
政治史断章」(埼 玉新聞社,平 成11年),運 送業および武州鉄道については,
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野崎雅秀 「近代一地方政治家の動向一飯野喜四郎と蓮田運送店 ・武州鉄道一」
(『法政大学大学院紀要』第42号,平 成11年)を 参照されたい。なお,『 蓮田
市史」近代資料編(蓮 田市教育委員会,平 成13年)に も,飯 野喜四郎関係の
史料が多数所収されている。
(2)飯 野は明治20年10月 に 「陸運貨物請負営業願」を埼玉県知事に出し,同 月
26日 に許可されている。 この営業願の内容は 「私儀本県甲第四十七号御布令
ヲ遵奉シ明治壮年十月一日付ヲ以テ連合総代人近藤圭三御認可ヲ受候埼玉連合
陸運営業規約二拠 リ貨物請負業相営度御認可之上ハ御成規之通身元保証 トシテ
金五拾円二.相当スル不動産相納可申候間御聞済被成下度奉願候也」 というもの
であった。(埼 玉県行政文書,明383)。
(3)飯 野喜四郎の経歴については,「産業及運輸二関スル経歴ノ大要」(「飯野家
文書」125,埼 玉県立文書館蔵)が 詳 しい。
(4)「 埼玉県北足立南埼玉郡甘藷商組合規約」(埼 玉県行政文書 『商工務部 ・商工
業(組 合)』 明3592),明 治31年,埼 玉県立文書館蔵。
(5)埼 玉県の鉄道については,老 川慶喜 『埼玉の鉄道』(埼 玉新聞社,昭 和57年)
が詳 しい。
(6)前 掲 「日本鉄道会社と第十五国立銀行」(3},124-126頁 。
(7)「 大宮商業銀行設立願二対スル調査事項ノ件二付具申」(埼 玉県行政文書 「商
工務部 ・会社(銀 行)明3580』,明 治30年,埼 玉県立文書鯨蔵)。
(8)埼 玉県では,明 治22年 に 「埼玉県陸運聯合営業者規約」が陸運営業人 のう
ち特に同盟 した者及び埼玉県用達社本分社支店が中心 となって作成 し,同 業組
合を組織 している。 これによれば,こ の同業組合は陸運貨物受負及び人馬継立
か ら構成され,「 同業者間ノ宿弊即徒二運賃低落ノ競争 ヲナシ為 メニ反テ運送
ノ遅滞 ヲ来タシ貸主 ヲシテ商業上ノ機会 ヲ失ハ シメ又或ハ目前ノ小利二眩惑シ
彼我相聯絡共同相扶助シ以テ始テ斯業ヲ為スヲ得ルノ深意 ヲ知ラス軽率無計狸
リニ業 ヲ開キ寛二産業ヲ傾ケ信 ヲ失シ其筈延テ一般ノ面 目ヲ汚ス如キ其他従来
社会二賎業視セラル ・弊害 ヲ矯メ正実業務二従事シ以テ信用 ヲ堅フシ地位 ヲ尚
フシ以テ一般同業者 ノ亀鑑 トナリ以テ真二開明ノ媒助者タル営業二恥ツル所ナ
キヲ目的 トス」 とした。この同業組合では,運 賃の動向に注 目し,同 盟者間の
紛議を仲裁 した。また,荷 為替金が必要な者に対 しては貨物の出所,品 質原価
等を取調べ保証人を立てた上で原価の五割を超えない範囲で貸与 した(埼 玉県
行政文書 「勧業部』,明1518-4,明 治22年)。
(9)「 日本輸送史』(株 式会社 日通総合研究所,昭 和46年),353-359頁 。
(10)前 掲 「飯野喜四郎伝』,130頁 。
(11)「 東北運送業組合規定」(飯 野家文書345,埼 玉県立文書館蔵)
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II.飯 野喜四郎 と銀行業
(1)蓮 田地方の銀行設立状況
明治34年(1901)ま での埼玉県内の銀行および銀行類似会社の設立状況
は第7表 のとお りである。 これによると,県 内で最 も金融機関の設立が活発
であったのは入間郡であり,34年 末までに県内の銀行および銀行類似会社の
約三割にあたる60行 が設立されている。ついで,児 玉郡の22行,北 足立郡
の21行,比 企郡の19行 とつづいている。一方,飯 野喜四郎が運送業を営む
蓮田町は粕壁町,久 喜町などと共に南埼玉郡に属 していたが,同 郡の銀行お
よび銀行類似会社の設立は7行 であり,県 内で最 も銀行設立の低調な郡であっ
た。 しかし,南 埼玉郡は地理的に見て,大 宮,浦 和を含む北足立郡,さ らに
は北葛飾郡,北 埼玉郡とも近い距離にあり,飯 野喜四郎も蓮 田町周辺の金融
機関と取引関係があった。
つぎに,蓮 田町周辺の主な銀行設立状況(第8表)を みると,明 治28年
第7表 明治34年 末までの銀行 第8表 蓮田町周辺の主な銀行設立
ならびに類似会社設立分布
郡 名 行 数
入 間 郡 60
児 玉 郡 22
北 足 立 郡 21
比 企 郡 19
大 里 郡 13
秩 父 郡 19
北 埼 玉 郡 12
北 葛 飾 郡 8
南 埼 玉 郡 7
合 計 176
(注)『 埼玉銀行史』(昭 和43年),
22頁 。(注)『 埼玉銀行史』(昭 和43年)に よ り作成。
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銀 行 名 設立年月 資 本 金
粕 壁 銀 行 明治28年12月 10万 円
明治貯蓄銀行 29年5月 3万 円
加 須 銀 行 30年3月 6万 円
久 喜 銀 行 31年3月 10万 円
栗 橋 銀 行 31年7月 5万 円
大宮商業銀行 31年7月 5万 円
菖 蒲 銀 行 31年8月 5万 円
越谷貯蓄銀行 31年11月 3万 円
桶 川 銀 行 33年5月 8万 円
栗橋商業銀行 33年8月 3万 円
杉 戸 銀 行 33年10月 10万 円
浦和商業銀行 34年5月 15万 円
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12月 に粕壁銀行が資本金10万 円で設立されている。20年 代には粕壁銀行 と
明治貯蓄銀行の2行 だけであったが,30年 代に入ると銀行設立が活発となっ
た。30年 には加須銀行,31年 には久喜銀行,栗 橋銀行,大 宮商業銀行,菖
蒲銀行,越 谷貯蓄銀行の5行 が設立された。 さらに,33年 には桶川銀行,
栗橋商業銀行,杉 戸銀行が設立され,蓮 田町周辺には銀行設立がほぼ完了し
た情勢となった。 しかし,蓮 田町に本店あるいは支店を置 く銀行は東京秋葉
銀行蓮田支店設置以前に設立されることはなかった。
こうしたところがら,飯 野喜四郎は資金調達を行 うにあた って明治31年
に設立された大宮商業銀行(')を利用 していた。飯野は大宮にも運送店を開業
しており,同 店 とは密接な関係にあったと思われる。第9表 は飯野 と大宮商
業銀行との当座貸越状況を示 している。飯野は明治32年6月 に大宮商業銀
行との間に 「当座預金貸越約定書」を締結 し,700円 までの貸越契約(担 保'
畑1町4反2畝5歩)を 結んだ。ちなみに,利 率は日歩3銭3厘 で,毎 年4
回(3月,6月;9月,12月)貸越金利息を支払うことになっていた。 明治
32年12月 か ら36年6月 までの貸越金額は約680円 程度に上 ってお り,こ
第9表 飯野喜四郎と大宮商業銀行(1)(当座預金貸越)
利息支払期日 貸越金額 利 息 当座貸越金積数
明治32年12月31日 602円 17円25銭
33年4月10日 687円62銭 17円40銭 5万7,953円
6月30日 686円56銭 18円97銭 5万9,199円
10月6日 686円56銭 21円67銭 6万3,112円
12月30日 681円56銭
34年4月5日 681円56銭 21円59銭 6万1,668円
6月30日 681円56銭 21円75銭 6万2,125円
12月31日 681円56銭 22円7銭 6万3ρ48円
35年4月10日 681円56銭 21円46銭 6万1,290円
10月10日 680円 21円98銭
12月31日 680円 22円 6万8,159円
36年6月30日 680円53銭 21円67銭 6万1,901円
(注)(1)「 銀行会社来翰状」(飯 野家文書361,埼 玉 県立文書 館蔵)に よ り作成。
(2)明 治43年1月28日 に700円 が返 済 されてい る。
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れに対 す る利息が20円 前後 に及ん でいる。 ただ し,利 息支 払 いは停 滞 して
いたよ うであ り,大 宮商業銀 行か らの督促状が しば しばみ られ る。 当座貸越
金積数 は毎期 とも約6万 円で あ り,最 も多か ったの は明治35年12月31日
の6万8154円 で あった。 また,飯 野 は明治39年12月14日 に900円(日 歩
2銭5厘),同 年12月19日 に2000円(日 歩2銭5厘)を 借 り入 れて い る
(第10表)。 こう した金額 か らも,飯 野 は大宮商業銀行 か ら資金 調達 を受 け
て運 送業を経営 していた ことがわか る。
飯野 は大宮商業銀行以外の銀行 と も取引 を行 っていた。久喜銀行② とは明
治35年6月11日 を支払期 限 とす る借入金力5あり,利 息は35円76銭 に及 ん
だ。 また,明 治36年5月12日 には200円 を借入 して いる(36年7月30日
期限)。 さらに,後 述 す る東京秋葉 銀行 とは明治34年 ごろか ら250円 程度 を
貸越 限度 とす る当座貸越 を結 んでいたよ うであ り,34年10月10日 には10
円40銭(2万6001円 の当座貸越金積金),35年4月5日 には9円7銭 の利
息支払要求が きて いる。 この他 に,栃 木県 の小 山銀行,佐 野銀行,東 京府 の
日出銀行 などとも取引関係が あ った(3)。
以上 のように,蓮 田町 には銀行 が設立 されなか ったが,飯 野 は運送業 との
関連 か ら県 内,県 外 の銀行 を利用 していた。 こうした中で,明 治34年9月
には東京秋葉銀行蓮 田支店 が設置 される ことにな った。
第10表 飯野喜四郎 と大宮商業銀行 ②(貸 付金)
貸 出 日 返 済 日 金 額 利 息 担 保
明治39年12月14日明治41年12月20日900円 日歩2銭5厘
宅地8畝 家屋5
棟
明治39年12月19日明治39年12月30日2,000円日歩2銭5厘
栗橋商業銀行仮株
券10株 券2枚,
東京秋葉銀行株券
30枚
明治43年6月28日明治43年12月30日 50円 日歩2銭8厘
第2回 国庫債券額
面50円 券1枚
(注)「 銀行会社来翰状」(飯野家文書363,埼 玉県立文書館蔵)に より作成。
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(2)東 京秋葉銀行の設立と蓮田支店の設置
東京秋葉銀行は,明 治31年(1898)9月 に資本金10万 円で設立 され,同
年12月18日 から開業 した(4)C「銀行通信録」は,東 京秋葉銀行の開業につい
て 「日本鉄道諸貨物に対 し荷為替を為す目的にて設立 さられたる東京秋葉銀
行は設立認可を得横尾勝右衛門氏を頭取に山崎華氏を専務取締役に推薦 し昨
十二月十八日開業 したり」(5)と伝えている。明治31年 には新立銀行が171行,
一行あたり公称資本金は6万2000円 であった(第11表)か ら,東 京秋葉銀
行は公称資本金からみれば平均以上の銀行であった。設立時の役員および株
主については不明であるが,日 本鉄道諸貨物 に対 して荷為替を行 う目的から
みても,日 本鉄道株式会社,鉄 道貨物運送業者などが多数参加 したものと考
えられる。
この当時,鉄 道貨物に対 して金融の便を与えようとする動きは活発だった
ようである。「銀行通信録」にも 「鉄道貨物 と金融」(6)と題 して,つ ぎのよう
な記述がみられる。
総武鉄道会社は三万円の資本にて江東保倉会社を設立 し委託販売と荷
為替の便益を開きしに房総地方よりの米穀其他の貨物非常に増加せ しが
尚ほ倉庫を設立 し金融の便を開かんとし東京銀行は該会社 に三十万円の
第ll表 新立銀行数と資本金
(単位:千円)
年 行 数 公称資本金 一行当り平均資本金
明29 331 60,102 181
30 232 44,266 191
31 171 10,626 62
32 184 14,086 76
33 293 38,306 130
(注)竹 沢正武 『日本金融百年史』(東洋経済新報社,昭 和43年),196頁0
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融通を為すの約束を為 したる由なるが追ては房総地方の地廻米の取引の
如きは同停車場附近に於て行は ＼るに至るな らんと云ふ,又 川崎銀行は
千葉停車場内に出張所を設けて貨宝の便益を開 く由なるが同所は是迄,
成東,旭,銚 子附近より横浜へ廻送する落花生の集散地なるも金融の便
なきため相場の如何に係はらず同処よ り直に横浜へ海送せ られ しも右の
如 く金融の便開 くるに至らば海路を経ず して陸路に依るに至るべ く又房
総鉄道の於ても今回延長線の開業と共に九十九浦一帯の鮮魚が是迄海路
を迂回 して東京に入込みたるものを吸収 して鉄道便に依 らしめんとし五
万円の資金にて夷隅運送会社なるものを大原停車場附近に設立せる由 ・
尚日本鉄道隅田川構内にも倉庫設立の計画あれば其設立を見るに至ら
ば同鉄道に於ける貨物の増加は勿論なるべ し
このように,鉄 道貨物の増加に伴 って倉庫会社の設立がみられ,さ らに倉
庫会社に金融の便を与える銀行の必要性 も増 してきたのである。東京秋葉銀
行 もこうした鉄道貨物や倉庫会社に対して金融の便をあたえる目的で設立さ
れたと考えられる。
さて,東 京秋葉銀行の経営状況についてみると,明 治33年 上半期には一
割の配当があり,株 主にはつぎのような通知が配布されている(7>。
拝啓益御多祥奉慶賀候扱テ当行爾来各位ノ御引立二依 リ本期利益幸二
年一割ノ配当ヲ致ス事 ト相成候二就テハ別紙領収書二御記名御調印ノ上
臨時御受取被成度此段御通知申上候成
明治三十三年七月十五日
株式会社 東 京 秋 葉 銀 行
株主各位 御中
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東京秋葉銀行は設立当初,利 益 も上がり順調な経営とみられた。 こうした
中で,飯 野が積極的に推進 した蓮田市店設置 も実現をみることになった。蓮
田町最:初の普通銀行支店である東京秋葉銀行蓮田支店は明治33年9月 に設
置され,飯 野が支店長に就任 した。蓮田支店設置に際 しては,飯 野が奔走 し
て株主100名,株 数300株 を集めて実現 した。当時,普 通銀行は本店数をの
ば していたが,支 店 ・出張所の伸びも著 しかった。普通銀行の支店 ・出張所
数は30年 に651で あったが,32年 に1069,34年 には1457に 増加 した(第
12表)。 地方か ら預金を吸収 しようという普通銀行の意図もあったがデ地方
第12表 全国銀行と普通銀行の本支店数推移
全 国 銀 行 普 通 銀 行
年 次 本 店 数 支店 ・出張所数 本 店 数 支店 ・出張所数
明治26年 703 339 545 165
27年 865 414 700 196
28年 1,013 577 792 277
29年 1,277 832 1,005 428
30年 1,50E 1,004 1,223 651
31年 1,752 1,383 1,444 912
32年 1,943 1,730 1,561 1,069
33年 2,272 2,220 1,802 1,374
34年 2,359 2,032 1,867 1,457
35年 2,324 2,040 1,841 1,470
36年 2,275 2,062 1,752 1,441
37年 2,227 2,026 1,708 1,409
38年 2,230 2,097 1,697 1,415
39年 2,210 2,198 1,670 1,476
40年 2,194 2,375 1,658 1,611
41年 2,172 2,447 1,635 1,648
42年 2,152 2,476 '1 ,617 1,645
43年 2,144 2,541 1,618 1,700
44年 2,143 2,680 1,613 1,784
(注)(1)『 明治大正国勢総覧』(東洋経済新報社,昭 和4年),8-10頁 により作成。
② 各年次とも年末現在の数値。
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における資金需要の高揚,ま た蓮田町には普通銀行が設立されていなかった
ことも支店設置が強力に推進 された理由の一つであったと思われる。
しかしながら,東 京秋葉銀行の経営は悪化をおびることにな った。 明治
34年10月,蓮 田地方の株主に対 してつぎのような欠損説明会の開催通知が
出された⑧。
拝啓 天高気朗之候各位参御多祥奉賀候陳者当行本年上半期決算之義兼
テ御報告申上候通リ不幸欠損之場合 ト相成是二畢寛経済界ノ逆境重ナル
原因二候得共又自分共当局者行務処理不行届モ可有之労株主諸君二対シ
御気之毒二存候右二付通常惣会ニハ其事情及将来ノ画策等御話仕置候得
共御当地株主諸君ニハ御出席ノ方少ナク為メニ其間之事情御了解之程モ
難斗依テ来月一日諸君二御出席ヲ乞事情万端御話申上度候間御多忙中恐
入候得共当日正午ヲ期シ蓮田長松寺へ御集会被下度万一御差支之諸君ハ
代人ニテモ不芦候間是非共御光顕被下候程願上度此段取急ギ得貴意候
勿々敬具
明治三十四年十月 株式会社東京秋葉銀行
同 頭取 山崎 肇
専務 中島 彦太郎
同蓮田市店主任 飯野'喜 四郎
株主 飯野 浩次 殿
この史料に見 るように,東 京秋葉銀行では明治34年 上半期の決算を通常
総会で発表 し,今 後の銀行経営の方向性を示したと思われる。 しか し,蓮 田
地方の株主の出席者が少なかったため,蓮 田地方の株主を対象とした経営事
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情説明会を11月1日 に長松寺で行うことになったのである。 この時期 は,
明治34年 恐慌の影響を受けて経営が悪化 し欠損を生 じたが,こ れに加え銀
行役員の銀行事務処理 において不行届 もあった。銀行側 としては飯野が率先
して蓮田地方の株主獲得を行 ったこともあり,飯 野の立場を考慮 して地方説
明会の開催をおこなったものと考えられる。 もし,株 主本人が参加不可能で
あれば,代 理人でも参加 してほしいとの依頼には,こ の欠損説明会の重大性
を伺 うことができる。
では,こ の説明会および通常総会にて発表 された銀行経営の将来展望とは
どんなものであったのか。つぎの二通の決議書は,明 治34年 末頃に書かれ
たものと思われる。いずれの決議書 とも下書 きではあるが,東 京秋葉銀行の
経営状態 と将来の決意が表明されている。
決議書(9)
一 本行重役ハ共同一致業務二当リ本行 目下 ノ衰勢挽回ヲ期スルコ ト
ー 本店及各支店ノ改革 ヲ施 シ経費 ノ節減ヲ謀 リ営業隆盛ノ方法ヲ講ス
ルコ ト
ー 隅田川支店ハ収支償ハサルニ於テハ支店ヲ廃シ出張所 トナシ毎 日本
店ヨリ行員派出セシムルヘシ
ー 金銭ノ出納ハ凡テ支配人ノ監督二帰セシメ支配人ノ同意ナキモノハ
重役 ト錐モ請求支出スルコ トヲ得 ス
ー 金百円以下ノ貸付金及手形ノ割引ハ支配人ノ権限内二属ス ト難モ其
以上二渉ルモノハ重役ノ同意 ヲ得決行スヘ シ
ー 但壱人数人ニテ金百円以上二属スル時モ亦同シ
ー 銀行ノロロ文書,手 形及印章等ハ重役 ト難モ協議ノ上ニアラサレハ
濫 リニ持出スコ トヲ得ス
ー 金庫ノ鍵ハ ニ於テ預カルヘ シ.
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一 銀行二属スル器具等重役協議 ノ上ニアラサ レハ売却又ハ新調セサル
ヘ ソ
決議書㈹
株式会社東京秋葉銀行借入金責任分担額及償却方法二付決議スルコ ト左
ノ如
第一 今回株式会社拾五銀行借入金償却ノ為メ金参万円也野村鉄三郎
ヨリ借入タルニ付同人二対シ払フ者株式会社東京秋葉銀行責任
分担額 ヲ定ムルコ ト左ノ如シ
ー金壱万弐千円也 頭取 山崎 肇
一金八千円也 専務取締役 中島 彦太郎
一金四千円 取締役兼支配人 那須 均
一弐千円 監査役 金井 恒 八
一弐千円 〃 加藤 安治郎
一弐千円 〃 飯野 喜四郎
計金参万円也
第二 前記責任分担額二対スル抵当物件ハ各々ヨリ野村鉄三郎へ差入
ルコ ト
但 シ抵当物件ハ 日迄二履行スヘシ
第三 各々ノ引受ケタル分担額二対シ株式会社東京秋葉銀行ハ預 リ証
差出置クコ ト
第四 前記野村鉄三郎ヨリ借入金ハ年四分ノ利子ヲ付シ五力年賦 ヲ以
テ即チ毎月元利金割賦ヲ以テ株式会社東京秋葉銀行ヨリ償却ス
ルコ ト
第五 株式会社東京秋葉銀行ノ債権二属スル抵当物件証書ハ頭取山崎
肇 ヲシテ保管セシメ野村鉄三郎へ毎月償却金支払ヌル時ハ債務
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者二請求 シ該金額 ヲ以テ野村鉄三郎へ償却ノ方法 ヲ尽クスヘキ
コ ト
第六 我々共 ヨリ差入アル抵当物件ハ野村鉄三郎 ヨリ毎下期償却金高
二従シ返戻セラルヘキモ一時株式会社東京秋葉銀行二於テ預 り
置キ壱人毎二返戻セス同時二証書返戻スヘキコ ト
但シ監査役ヲ先キニシ取締役ヨリ差入アル抵当物件ハ全部野村
鉄三郎へ償却ノ上返戻スヘキコ ト
第七 以上 ノ野村鉄三郎二対スル事項ハ公正証書ヲ作成シ抵当物件ノ
登記 ヲ経ヘキモノハ別二証書 ヲ作成 シ登記ヲ請求スルコ ト
この決議書にみるように,東 京秋葉銀行の経営状態は良好とはいえず,重
役連中は共同一致 して経営建て直 しに取 り組むことになった。 まず,本 店お
よび支店の改革を断行 し,経 費節減を図ることに した。支店の見直しも行い,
隅田川支店は支店から出張所に格下げし,本 店から行員を派遣 して運営する
こととした。また,支 配人の権限を重んじ,金 銭出納,百 円以下の貸付金お
よび手形割引については支配人の権限内とした。 また,重 役 といえども銀行
の文書,手 形,印 章等を勝手に持ち出さないなどという決定事項も含まれた。
このことは,東 京秋葉銀行では開業以来,銀 行役員の勝手な行動から多大の
問題が生 じていたという事を意味 している。
一方,十 五銀行か らの借入金償却のために野村鉄三郎か ら3万 円を借入れ,
これを役員間で責任分担した。頭取の山崎肇が1万2000円 で最 も高額 であ
り,専 務取締役の中島彦太郎が8000円,取 締役兼支配人の那須均が4000円
であった。監査役はそれぞれ2000円 を負担 し,飯 野喜四郎 もこの金額 を負
担 した。なお,役 員は責任分担額に応 じて野村鉄三郎に対 して抵当物件を差
し入れることとなった。
このように明治34年 頃の東京秋葉銀行は経営が悪化 し,役 員の責任 で借
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入金の返済を行 ってい た。つ ぎに,明 治35年 下 半期 の東京 秋 葉銀 行損益 計
算書 をみてみ よう(第13表)。 まず,利 益 の うちで は利 息 が2901円1銭8
厘で最 も多 く,割 引料(854円e2銭),雑 金(202円33銭5厘),株券配 当
金(200円)の 順 とな っていた。一方,損 失 では利息が5520円90銭1厘 で
あ り,利 息利益 の約1.9倍 まで膨れ上 が っていた。つ いで,諸 株 式 時価損益
金 が2452円 に上 ってお り,明 治34年 恐慌 の株式 相場 の下落 がかな りの打撃
にな っている。 また,雑 費,給 料 な ども1000円 以上 とな って お り,銀 行経
費の大 きさが経営を圧迫 して いる姿 を読 み とる こ とが で きる。 結局, .明治
第13表 明治35年 下半期東京秋葉銀行損益計算書
(単位:円)
利 益 損 失
利 息 2,901,018利 息 5,52C.901
割引料 854,620手数料 18,200
手数料 72,830雑益組戻 12,380
公債利息 147,000再割引料 7990
株券配当金 200,000給 料 1,144.53C
公債売買益金 30,000旅 費 156,025
雑 金 202,335雑 費 207,890
旅費組戻 30,000営繕費 55,600
雑費戻入 14,470雑 費 1,505,113
諸公債時価較差益金 17,000諸株式時価差損金 2,452,000
諸 損 11,229,058
計(A) 4,469,273 計(B) 22,304,687
当期 損 失 金(B-A)17,840.414(C)
前 期 繰 越 益 金351.294(D)
当期 純 損 金(C-D)17,489.120
損 失 金 後 期 繰 越17,489.120
(注)「 東京秋葉銀行定時・臨時総会通知」(「銀行会社惣会議案其他書類」,飯野家文書295,
埼玉県立文書館蔵)に より作成。
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35年 下半期 は損失金 が1万7840円41銭4厘 に達 した。 同年 上半 期 は351
円29銭4厘 の繰越益金 が出ていた ことか らも,下 半期 に至 って急激 に経 営
が悪化 した といえ ようQ
その後の経営状況 はさ らに悪化を たどったと考え られ る。 明治36年 の同
行 の営業状 況(第14表)に よれ ば,預 金は上半 期で1622円,下 半期 で2311
円,貸 出金 は上半期 が8万9196円,下 半期 が8万5752円 であ った。預 金は
極 めて少 な く,貸 出金 が預金 を大 幅に上 回 るとい う極度 のオーバー ・ロー ン
の状態 に陥 ってい る。
第14表 東京秋葉銀行営業状況
(単位:円)
年 度 払込資本金 積 立 金 預 金 貸 出 金
明治36年 上半期 100,000 1,49( 1,622 89,196
下半期 100,000 1,490 2,311 85,752
(注)(1)「 銀行通信録」第38巻226号(明 治37年8月),第39巻232号(明治38年2月)
により作成。
(2)明 治36年 度以外 の営業状況 につ いては,現 在 のところ不 明。
第15表 明 治42年 上 半 期 報 徳 銀 行 損 益 計 算 書
(単位=円)
利 益
利 息
計(A)
15.800
15.800
損 失
利 息
給 料
旅 費
雑 税
雑 費
計(B)
45.415
179.000
2.000
359.300
328.855
914.570
当 期 損 失 金(B-A)898.770(C)
前 期 繰 越 損 金35,015.920(D)
損 失 金 後 期 繰越(C十D)35,914.690
(注)「 報徳銀行定時株主惣会通知」(「銀行会社惣会議案其他
書類」,飯野家文書295,埼 玉県立文書館蔵)に より作成。
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経営が悪化 していた東京秋葉銀行は,明 治42年4月 の臨時株主総会で名
称を株式会社報徳銀行に改あ,本 店を東京市京橋区三十間堀に移すこととなっ
た。旧東京秋葉銀行の株式は旧株2株(100円)を 新株1株 として処理 され
ることになり,各 株主につぎのような通知㈹ が出された。
拝啓益々御多祥奉敬賀候陳は本年四月五 日当行株主臨時惣会に於て決議
致候趣旨に依 り当行名称を株式会社報徳銀行 と改むる事本店を東京市京
橋区三十間堀三丁 目三番地に設 くる事及び整理の為め資本金を半減 して
五万 円と為 し更に資本金五万円を増加 して優先株式壱千株(壱 株五拾円)
を発行する事 に付予て其筋へ御認可申請中に有之候処綿密なる御調査 も
無滞相済み本 日を以て全顕申請事項の全部大蔵大臣の認可を蒙 り候に付
此段御報告申上候依而直に資本金半減の手続を実行 し旧二棟を合 したる
もの即ち百円払込済新壱株(五 拾円払込済)と して処理可致僕従て假令
は旧秋葉銀行株五十株御所持の方は結局新報徳銀行株二十五株御所持之
事に相成べ く他は之に準ず る次第に御座候但端数株御所持の方 は別に取
締役より御照会致候方法により至急御処置相成度尚ほ優先株式募集 も前
て夫々手配罷在候為め一両 日中に満株と可相成筈に付是亦御承知相成度
候敬具
明治四十二年七月 目 旧株式会社東京秋葉銀行取締役
伴 小四郎 ㊥
右 整理担任者
木 村 授弥太 ⑳
河 野 光 次 ㊥
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この ように東京秋葉銀行は報徳銀行に改称 したが,経 営状態 は改善 され る
ことはなかった。 明治42年 上半期 の損益計算書(第15表)に よれば,利 益
は利息 の15円80銭 だけで あ り,損 失 は914円57銭 にの ぼ った。 したが っ
て,こ の期 の損 失金 は898円77銭 とな り,前 期の繰越損金3万5015円 を加
え ると,後 期繰越損金 は3万5914円69銭 に増 加 した。
結局,報 徳銀行(12)は大正13年3月 に解散 した。
《注》
(1)大 宮商業銀行の設立書類によれば,「投資ノ主ナル目的ハ米,甘 藷,織 物,
二対シ貸出シ又ハ為替ヲ取組ムニアリ」と述べられており,同 銀行が運送業関
係に対する貸 し出しを主目的にしていたことが明らかである。(「大宮商業銀行
設立願二対スル調査事項調ノ件二付具申」,埼 玉県行政文書 「商工務部 ・会社
(銀行)」,明3580,明 治30年)。
(2)久 喜銀行設立の目的には 「米麦繭糸白木綿々糸等重要物件 ノ取引二対 シ証券
ノ割引及代金取立,為 替及荷為替 ヲ為ス ト共二此等営業者及其以外二向テ買付
金 ヲ唯一ノ目的 トス」と述べられている。なお,久 喜町の明治29年4月 以降
30年3月 までの主要商品の取引概算は次の通 りである。米(2万8700俵 余),
麦(1万4620余),白 木綿(83万7500反 余),繭(678石 余),清 酒(8850樽
余),肥 料(4325駄 余),薪(5775駄 余),炭(3825駄 余),木 材(1万500駄
余)(埼 玉県行政文書 「商工務部 ・会社(銀 行)」,明3580,明 治30年)。
(3)「 銀行会社惣会議案其他書類」(飯野家文書295,埼 玉県享文書館蔵)
(4)「 銀行大鑑」(昭 和8年,日 本金融通信社)。
(5)「 銀行通信録」第158号(明 治32年1月)。
(6)「 銀行通信録」第169号(明 治32年12月)。
(7)前 掲 「銀行会社惣会議案其他書類」(飯 野家文書295,埼 玉県立文書館蔵)
(8)「 銀行会社来翰状」(飯 野家文書361,埼 玉県立文書館蔵)
(9)同 上。なお,こ の決議書は下書きのため,解 読不可能な箇所は省略した。
(1C)同 上。
(11)前 掲 「銀行会社惣会議案其他書類」(飯 野家文書295,埼 玉県立文書館蔵)
(12)報 徳銀行は大正11年 頃に経営問題が表面化した。 この状況について,次 の
ような記載がある。「報徳銀行はその欠損総額八百八十四万円の巨額に達 し,
しかも斯かる巨額の欠損を生じたのは,貸 出総額二千六百余万円の中に,不 健
全な貸出が六百二十三万五千円からあり,そ れに死債七百六十九万円か らあっ
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た。しかもこれは必ず しも増田ビルブローカー銀行のやうに,重 役が投機資金
に濫用 したといふのではなく,殆 んど大部分貸付方法に不確実な点があった為
である。その後預金者中より整理委員を選任 し,整 理案の作成をなしたが,そ
の結果欠損の大部分を預金者に於いて負担する事 とし,神 戸土地の株時及び東
京土地等の処分及び日銀からの援助で漸やく解決の曙光現はれ,且 つ行名を東
明銀行と改称 してその後の整理に着手 してみる。」(越 山堂編輯部 『銀行会社破
綻史』,越 山堂,大 正15年)。
結びにかえて
明治30年 代以降,鉄 道業の発展と貨物輸送の増大とともに地方貨物運送
業者の活動範囲は拡大 し,資 金需要 も活発 となった。 東京秋葉銀行 は明治
31年(1898)に 運送業者が設立 した関係上,飯 野喜四郎は設立当初か ら経
営に深 く関与 し,蓮 田地方の株主 も集めて蓮田支店設置にも成功 した。鉄道
貨物輸送が増加する中で,飯 野が金融機関の必要性を痛切に感 じたことも銀
行経営に深 く関与 した理由の一つであろう。 しか し,東 京秋葉銀行の経営に
は困難が多く,蓮 田支店の存続 も危ぶまれる状態となった。同行の経営は悪
化するばかりであり,重 役間の軋礫 もみられた。また,銀 行役員の個人的な
借入金額は多額にのぼ り,飯 野個人 として も24万 円程度の借入を してい
たω。飯野 自身 も自己の運送業経営と同業組合運営において,東 京秋葉銀行
に依存するところが大きかったことを しめ している。彼 も他の役員同様に,
銀行役員の立場を利用してこのような多額の資金を借入 していったのである。
そういう意味では,東 京秋葉銀行の頭取に限 らず,こ の銀行役員達の経営は
健全経営とはいい難いものであった。とくに,明 治34年 恐慌での諸株式時
価損益金にみられるように,同 行は株式ブームの際に多額の株式投資を行 っ
ており,こ れが経営悪化の引き金となったことは事実である。
結局,東 京秋葉銀行は存続が困難となったため,飯 野個人 としても借入金
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の返済に迫 られることになった。飯野はこの負債のために,明 治38年7月
に埼玉県会議員を辞職 し家業の建て直 しに取 り組むこ.ととなった。飯野が再
び県会議員に当選するのは明治40年9月 であり,約2年2ケ 月の政治活動
空白期間を生むことにもなったのである。鉄道貨物輸送の増加とともに金融
機関との関連を一層強め経済活動を活発化 させた飯野であったが,銀 行経営
の失敗が政治活動にまで影響 したといっても過言ではないであろう。
こうした飯野の東京秋葉銀行との関係,さ らに東京秋葉銀行の経営 と経営
陣の動向については,飯 野が記 していた 「重要 日誌」をもとに別稿にて分析
を加えていきたいと考えている。
《注》
(1)「 明治三十七年秋葉銀行訴訟事件」(飯 野家文書1036,埼 玉県立文書館蔵)。
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